大阪府相談支援従事者（相談支援専門員）人材育成について
１，大阪府障がい福祉計画

　　目標値：２０年～２３年　相談支援従事者初任者研修修了者　１，２００人

　　「障がい者の気持ちや潜在的なニーズを把握し、適切な支援につなげていく相談相手としての役割と、多分野にわたる知識やネットワークの形成能力、調整能力を備えたスーパーバイザーとしての力量が求められている。相談支援専門員を対象とした研修の質的向上を図る。研修カリキュラムの充実をはかる。」
　　

２，相談支援とは

「障がい当事者やその家族からの生活上の課題に対して、話を聞き、内容をアセスメントし何を望んでおられるのか、そのことに対して何を支援すればよいのか、支援するときに地域の社会資源がどんな状況なのか、行政的判断はどう考えるのか、様々な視点でご本人やご家族の課題解決に向き合う仕事であり、また、権利擁護の視点をもって、実際に解決に向けた活動をする」
３つの役割

個別支援～利用者中心の個別支援計画作成、サービス利用計画作成等
地域づくり～他機関とのネットワークづくり、社会資源の開発等
事業所運営

３，大阪府相談支援従事者研修のしくみ
Ａ　初任者研修　

対象は、相談支援専門員として従事しようとする者、及び相談支援事業以外の障が

い者サービス事業所職員の受講希望者も対象とする。

ただし、受講者の質、研修効果を考え、適切な定員を設定する。

Ｂ　基礎研修

　　　　初任者研修受講者の基礎的理解を深める事を目的とする。

※現在は、初任者研修受講者のうち希望する者を対象としている。

（必須研修について検討が必要。）
　Ｃ　現任研修

　　　　対象は、初任者研修を修了しており、相談支援事業（指定相談支援事業所、就業・生活支援センター、重度障がい者等包括支援事業所、府・市町村職員）において、相談支援専門員として現に従事している者。
· 問題点：現在の「修了後、５年ごとに１回以上」では、研修対象者の質にバラつきが大きすぎる。
· 国の方向性が確定していないため、

初年度（平成18年度）から5年目（平成23年度）までは、現任研修の対象者は1回目の者とする。
　　　　　　現任研修1回受講修了した者の2回目以降の研修については、国の動向を見て考える。
　Ｄ　指導者研修

　　　　研修の企画運営、講師を担う者、地域実践のリーダーを養成する。
1 　　　　スーパービジョンを学び、講習技法を学ぶ

2 相談支援従事者研修の演習講師予定者対象研修。（現任研修の修了者）
3 スーパーバイザー養成研修。①の研修受講者のうちから相談支援従事者研修の企画運営を担うにふさわしい者を選び対象とする。

上記研修（ＡＢＣＤ）における大阪府の役割は、事務局機能とする。相談支援専門員との協働運営に努める。
４，ブラッシュアップ（スキルアップ）について
　　地域、現場における研修が重要となる。

「積み重ねの事例検討」、「企画力や運営力」、「コミュニケーション能力」、「プレゼンテーション（現状説明、地域理解への説明等）能力」、「地域の社会資源の把握と分析・活用」など、反復性が必要で、地域特性が関与し、実践・評価・振り返りが必要なものについて、相談支援事業を展開する事業者等は、スーパーバイザー養成研修を受けた者を活用して、地域、現場において、スーパービジョン、ＯＪＴなどを行うことで、相談支援に従事する者のブラッシュアップ（スキルアップ）を図る。

　地域自立支援協議会の役割と考える。
　　参考

　　「ＯＪＴ」：「オン．ザ．ジョブ．トレーニング」

　　　　　　　職場の上司、先輩等が部下、後輩に対し、具体的な仕事を通じて仕事に必要な知識、技術、技能、態度などを意図的、計画的、継続的に指導し、職場内を全体的に力量アップさせる。
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